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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等を含んでおりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期中 第25期中 第26期中 第24期 第25期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 6,827,655 6,980,690 7,023,051 14,048,555 14,247,327

経常利益 (千円) 383,760 404,509 429,022 900,124 921,865

中間(当期)純利益 (千円) 221,647 234,353 241,346 514,343 565,354

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 934,682 934,682 934,682 934,682 934,682

発行済株式総数 (株) 4,703,063 4,703,063 4,703,063 4,703,063 4,703,063

純資産額 (千円) 4,108,055 4,513,831 4,935,911 4,350,288 4,789,168

総資産額 (千円) 7,665,030 8,017,747 7,864,432 8,025,682 8,253,950

１株当たり純資産額 (円) 873.53 959.82 1,049.57 923.09 1,016.70

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 47.13 49.83 51.32 107.41 118.55

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 15.00 15.00 22.50 30.00 32.50

自己資本比率 (％) 53.6 56.3 62.8 54.2 58.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △101,535 90,206 63,294 233,781 567,267

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △12,653 72,769 27,923 △199,940 204,947

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △217,959 △207,731 △315,608 △245,333 △495,423

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 490,888 566,788 663,945 611,544 888,335

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
534
(602)

559
（579)

570
（404)

554
(569)

573
(460)



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

(2) 主要な関係会社の異動 

当中間会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

      

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を( )外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 570（404）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、地域により差はあるものの景気回復は着実に進行し、企業収益、設備投

資および雇用環境等に一層の改善が見られました。また消費者マインドの改善により個人消費につきましても概ね

緩やかに増加いたしましたが、小売販売業においては梅雨明けの遅れや天候不順もあり一部季節商品が伸び悩む

等、若干伸びが鈍化している側面も見受けられました。  

 このような状況の下、当社は主力のハウス オブ ローゼ事業（ハウス オブ ローゼ店舗における化粧品、雑貨商

品およびサプリメント等の販売事業）においては、恒例のサマーセールにおけるスキンケア販売をさらに抑制する

ことにより月毎の売上高の平準化を図りました。また全体的な販売促進策についても再検討を試み、ブランド価値

を維持しつつ、基本であるコンサルティング販売の強化により店舗スタッフ一人当たりの生産性（スタッフ効率）

向上を目指してまいりました。  

 この結果、当中間会計期間の売上高は70億23百万円（前年同期比100.6％）と微増でしたが、売上原価率が低下し

売上総利益が増加したことにより、営業利益4億27百万円（前年同期比104.0％）、経常利益4億29百万円（同

106.1％）、中間純利益2億41百万円（同103.0％）といずれも増加いたしました。  

 中間配当につきましては、普通配当として前中間会計期間より2円50銭を増加し、さらに5月に東京証券取引所市

場第二部に上場したこと、および今年が平成8年8月に当社株式を店頭登録（現・ジャスダック証券取引所上場）し

て以来10年目にあたりますことから、記念配当として5円を加え、1株当たりの中間配当金を22円50銭といたしまし

た。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、224,390千円減少し、663,945千円と

なりました。 

 また、当中間会計期間におけるキャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、63,294千円（前年同期比29.8％減）となりました。 

 これは主に税引前中間純利益の増加によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、27,923千円（前年同期比61.6％減）となりました。 

 これは主に差入保証金の戻入によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動に使用した資金は、315,608千円（前年同期比51.9％増）となりました。 

 これは主に長期借入金の返済によるものであります。 

  



２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 商品仕入実績 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 事業区分別売上実績 

 
(注) 1 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     2 その他は、社員に対する販売等であります。 

  

(3) 商品分類別及びサービス売上実績 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

       

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

区分

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

スキンケア化粧品 450,023 84.6

メイクアップ化粧品 158,619 128.8

頭髪・ボディ・バスプロダクツ 562,133 91.4

化粧雑貨品 266,790 93.7

健康食品・その他 159,784 51.3

リフレクソロジー 6,781 83.0

合計 1,604,132 85.6

区分

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

直営店 6,478,366 101.5

卸 476,870 90.3

その他 67,814 98.5

合計 7,023,051 100.6

区分

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(千円)

前年同期比（％）

スキンケア化粧品 3,123,609 100.7

メイクアップ化粧品 690,519 93.7

頭髪・ボディ・バスプロダクツ 1,799,128 113.2

化粧雑貨品 633,717 106.4

健康食品・その他 252,410 63.3

リフレクソロジー 523,665 93.9

合計 7,023,051 100.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 4,703,063 4,703,063 東京証券取引所 市場第二部 ―

計 4,703,063 4,703,063 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 4,703,063 ― 934,682 ― 1,282,222

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ワコールホールディングス 京都府京都市南区吉祥院中島町29番地 950 20.20

株式会社ローズエージェンシー 東京都港区北青山2丁目9-15 718 15.28

川原 暢 千葉県市川市 234 4.99

安原 淳子 東京都台東区 132 2.81

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1丁目6-6 130 2.76

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1丁目13-1 130 2.76

バンク オブ ニューヨーク ジーシ
ーエム クライアント アカウンツ 
イー アイエスジー（常任代理人 株式
会社三菱東京UFJ銀行）

(PETERBORUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM)  
 (東京都千代田区丸の内2丁目7-1）       

90 1.93

ハウスオブローゼ従業員持株会 東京都港区赤坂2丁目21-7 80 1.70

川上 三郎 埼玉県飯能市 50 1.06

シティバンク ロンドン ペンションフ
ァンド メタル エン テクニーク レ 
ビーエーディ１ビー4（常任代理人 シ
ティバンク,エヌ・エイ東京支店）

BURGEMEESTER ELSENLAAN 329，RIJSWIJK，
THE NETHERLANDS 
（東京都品川区東品川2丁目3-14）

45 0.96

計 ― 2,561 54.46



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式64株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
                         

２ 【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 
(注) 最高・最低株価は、平成18年6月23日まではジャスダック証券取引所におけるもので（ ）表示しており、平成

18年5月24日以降は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

                                 

３ 【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式      200
―

権利内容に何ら限定のない当 
社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,702,600 47,026 同上

単元未満株式 普通株式      263 ― 同上

発行済株式総数 4,703,063 ― ―

総株主の議決権 ― 47,026 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ハウスオブローゼ

東京都港区赤坂2丁目21番7号 200 ― 200 0.0

計 ― 200 ― 200 0.0

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) （1,856） （1,811）1,787 （1,700）1,745 1,785 1,670 1,680

最低(円) （1,790） （1,690）1,697 （1,550）1,500 1,610 1,600 1,615



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査

法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第5条第2項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない

程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。 

                                                     

 ① 資産基準         0.85％ 

 ② 売上高基準          － 

 ③ 利益基準          0.36％ 

 ④ 利益剰余金基準      0.13％ 

 ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,846,788 1,843,945 2,068,335

２ 受取手形 ※３ 2,067 1,582 966

３ 売掛金 870,656 919,908 966,343

４ 商品 1,373,841 1,234,792 1,351,668

５ 前渡金 12,987 14,465 - 

６ 繰延税金資産 85,313 95,682 99,838

７ その他 57,143 23,032 8,260

  貸倒引当金 △ 2,714 - △870

  流動資産合計 4,246,084 53.0 4,133,409 52.6 4,494,543 54.5

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

 (1) 建物 ※２ 634,074 596,754 613,138

 (2) 土地 ※２ 1,520,473 1,520,473 1,520,473

 有形固定資産合計 2,154,548 26.9 2,117,227 26.9 2,133,612 25.8

２ 無形固定資産

 (1) 借地権 442 442 442

 無形固定資産合計 442 0.0 442 0.0 442 0.0

３ 投資その他の資産

 (1) 投資有価証券 145,463 161,523 171,776

 (2) 繰延税金資産 157,948 164,053 160,136

 (3) 差入保証金 1,119,945 1,061,665 1,091,345

 (4) その他 197,168 255,059 233,167

   貸倒引当金 △ 3,853 △28,950 △31,073

投資その他の資産合計 1,616,673 20.1 1,613,353 20.5 1,625,353 19.7

 固定資産合計 3,771,663 47.0 3,731,022 47.4 3,759,407 45.5

 資産合計 8,017,747 100.0 7,864,432 100.0 8,253,950 100.0 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 980,043 935,660 1,166,758

２ 買掛金 226,803 183,717 172,973

３ 1年以内返済予定 
  長期借入金

※２ 355,840 179,200 228,950

４ 未払金 109,755 118,131 101,411

５ 未払法人税等 247,922 194,599 249,366

６ 未払消費税等 84,787 52,379 97,752

７ 賞与引当金 164,666 173,075 164,530

８ その他 225,387 240,992 243,208

 流動負債合計 2,395,206 29.9 2,077,757 26.4 2,424,949 29.4

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 683,480 409,660 593,220

２ 退職給付引当金 298,617 336,133 324,835

３ 役員退職慰労引当金 114,100 97,156 113,962

４ 預り保証金 12,512 7,813 7,813

 固定負債合計 1,108,710 13.8 850,763 10.8 1,039,831 12.6

 負債合計 3,503,916 43.7 2,928,520 37.2 3,464,781 42.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 934,682 11.7 ― ― 934,682 11.3

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 1,282,222 ― 1,282,222

 資本剰余金合計 1,282,222 16.0 ― ― 1,282,222 15.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 119,666 ― 119,666

 ２ 任意積立金 2,200,000 ― 2,200,000

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

980,539 ― 1,240,998

  利益剰余金合計 3,300,206 41.1 ― ― 3,560,664 43.1

Ⅳ 土地再評価差額金 △1,026,694 △12.8 ― ― △1,026,694 △12.4

Ⅴ その他有価証券評価 
  差額金

23,619 0.3 ― ― 38,497 0.5

Ⅵ 自己株式 △ 203 △0.0 ― ― △ 203 △0.0

  資本合計 4,513,831 56.3 ― ― 4,789,168 58.0

  負債・資本合計 8,017,747 100.0 ― ― 8,253,950 100.0 



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 934,682 11.9 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,282,222 ―

  資本剰余金合計 ― 1,282,222 16.3 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 119,666 ―

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 2,400,000 ―

    繰越利益剰余金 ― 1,192,195 ―

   利益剰余金合計 ― 3,711,862 47.2 ―

 ４ 自己株式 ― △203 △0.0 ―

   株主資本合計 ― 5,928,562 75.4 ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― 34,043 0.4 ―

 ２ 土地再評価差額金 ― △1,026,694 △13.0 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― △992,651 △12.6 ―

   純資産合計 ― 4,935,911 62.8 ―

   負債純資産合計 ― 7,864,432 100.0 ―



② 【中間損益計算書】 

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 6,980,690 100.0 7,023,051 100.0 14,247,327 100.0 

Ⅱ 売上原価 1,965,834 28.2 1,896,405 27.0 4,009,905 28.1

売上総利益 5,014,856 71.8 5,126,646 73.0 10,237,421 71.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,603,410 65.9 4,698,870 66.9 9,293,503 65.3

営業利益 411,446 5.9 427,776 6.1 943,918 6.6

Ⅳ 営業外収益 ※１ 15,035 0.2 31,939 0.4 24,153 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 21,971 0.3 30,694 0.4 46,206 0.3

経常利益 404,509 5.8 429,022 6.1 921,865 6.5

Ⅵ 特別利益 － － － － 4,610 0.0

Ⅶ 特別損失 ※３ － － 4,560 0.1 29,000 0.2

税引前中間(当期)純利益 404,509 5.8 424,462 6.0 897,476 6.3

法人税、住民税及び事業税 180,445 179,832 369,293

法人税等調整額 △10,289 170,156 2.4 3,283 183,115 2.6 △37,171 332,122 2.3

中間(当期)純利益 234,353 3.4 241,346 3.4 565,354 4.0

前期繰越利益 746,186 － 746,186

中間配当額 － － 70,541

中間(当期)未処分利益 980,539 － 1,240,998



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 役員賞与

 別途積立金の積立

 中間純利益

 株主資本以外の項目 
 の中間期変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 934,682 1,282,222 1,282,222

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 119,666 2,200,000 1,240,998 3,560,664 △203 5,777,365

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298 △82,298 △82,298

 役員賞与 △7,850 △7,850 △7,850

 別途積立金の積立 200,000 △200,000 ― ―

 中間純利益 241,346 241,346 241,346

株主資本以外の項目 
の中間期変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― 200,000 △48,802 151,197 ― 151,197

平成18年９月30日残高(千円) 119,666 2,400,000 1,192,195 3,711,862 △203 5,928,562

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 38,497 △1,026,694 △988,196 4,789,168

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △82,298

 役員賞与 △7,850

 別途積立金の積立 ―

 中間純利益 241,346

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△4,454 △4,454 △4,454

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△4,454 ― △4,454 146,742

平成18年９月30日残高(千円) 34,043 △1,026,694 △992,651 4,935,911



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前中間会計期間
(自平成17年４月１日
至平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自平成18年４月１日
至平成18年９月30日)

前事業年度
(自平成17年４月１日
至平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

 税引前中間(当期)純利益 404,509 424,462 897,476

 減価償却費 20,934 16,384 41,870

 賞与引当金の増減額 － 8,545 △136

 退職給付引当金の増減額 25,380 11,297 51,598

 役員退職慰労引当金の増減額 △ 9,610 △16,806 △9,748

 貸倒引当金の増減額 △ 987 △2,993 24,389

 投資有価証券評価損 － 4,560 －

 受取利息及び受取配当金 △ 2,071 △1,854 △3,003

 支払利息 12,511 6,409 21,273

 売上債権の増減額 46,470 45,818 △48,115

 たな卸資産の増減額 △ 96,668 116,876 △74,495

 仕入債務の増減額 △ 95,557 △220,353 37,327

 未払消費税等の増減額 43,241 △45,372 56,206

 未払費用の増減額 △ 20,958 1,963 △18,666

 その他流動資産増減額 △ 50,331 △29,238 11,538

 その他流動負債増減額 △29,824 10,298 △7,640

 その他固定資産増減額 △ 9,787 △21,942 △55,329

 役員賞与の支払額 △ 9,200 △7,850 △9,200

 小計 228,050 300,205 915,345

 利息及び配当金の受取額 1,840 1,626 2,676

 利息の支払額 △ 12,511 △6,409 △21,273

 法人税等の支払額 △ 127,172 △232,127 △329,480

 営業活動によるキャッシュ・フロー 90,206 63,294 567,267

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

 定期預金の預入による支出 △ 1,280,000 △1,180,000 △1,180,000

 定期預金の払戻による収入 1,280,000 1,180,000 1,280,000

 投資有価証券の取得による支出 △ 604 △1,805 △1,869

 有形固定資産の取得による支出 － － 441

 差入保証金の支出 △ 10,932 △12,828 △43,468

 差入保証金の戻入による収入 83,564 42,508 153,942

 貸付金の返済による収入 300 50 600

 その他 441 － △4,698

 投資活動によるキャッシュ・フロー 72,769 27,923 204,947

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入による収入 500,000 500,000 1,000,000

 短期借入金の返済による支出 △ 500,000 △500,000 △1,000,000

 長期借入金の返済による支出 △ 137,190 △233,310 △354,340

 配当金の支払額 △ 70,541 △82,298 △141,083

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 207,731 △315,608 △495,423

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 － － －

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 △ 44,755 △224,390 276,791

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 611,544 888,335 611,544

Ⅶ現金及び現金同等物の中間(期末)残高 566,788 663,945 888,335



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は総平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により算

定)

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定)

時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

    同左

(3) たな卸資産

移動平均法に基づく原価法に

よっております。

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産…定率法
ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物（附属設備を
除く）については定額法によっ
ております。
なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物      15～50年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…同左 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産…同左 

 

(2) 無形固定資産…定額法 (2) 無形固定資産…同左 (2) 無形固定資産…同左

(3) 長期前払費用…定額法 (3) 長期前払費用…同左 (3) 長期前払費用…同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額のうち当期の負担額を計上し

ております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異は、翌期一

括費用処理することとしており

ます。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、翌期一

括で費用処理することとしてお

ります。



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

５ ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…長期借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

③ ヘッジ方針

現在又は将来においてヘッジ

対象となる資産、負債が存在す

る場合に限りデリバティブ取引

を利用する方針であり、短期的

な売買差益の獲得や投機を目的

とするデリバティブ取引は行い

ません。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特

例処理が認められる条件をすべ

て満たしているため、その判定

をもって有効性の判定に代えて

おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期投資（取得日か

ら3ケ月以内に満期又は償還期限の

到来するもの）からなっておりま

す。

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期投資（取得日から3

ケ月以内に満期又は償還期限の到来

するもの）からなっております。

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更    

 
  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日  
  至 平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日   
   至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日  
  至 平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

―――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日）を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計額に相

当する金額は、4,935,911千円であり

ます。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
(中間損益計算書関係) 

 
(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
２ 自己株式に関する事項 

 
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

   385,351千円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

   422,672千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

  406,288千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産

建物 520,242千円

土地 1,125,867千円

計 1,646,109千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産

建物 495,992千円

土地 1,125,867千円

計 1,621,859千円

 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 イ 担保差入資産 

建物 507,591千円

土地 1,125,867千円

計 1,633,459千円

 ロ 債務の内容  ロ 債務の内容  ロ 債務の内容
 
１年以内返済予定 
長期借入金

250,160千円

長期借入金 493,000千円

計 743,160千円

※３ 中間期末日満期手形

 
      ―――――

 
１年以内返済予定
長期借入金

103,120千円

長期借入金 271,660千円

計 374,780千円

※３ 中間期末日満期手形

 中間期末日満期手形の会計処理
は、手形交換日をもって決済処理し
ております。なお、当中間会計期間
の末日は金融機関の休日であったた
め、次の中間期末日満期手形が中間
期末残高に含まれております。 
  受取手形       503千円

１年以内返済予定 
長期借入金

142,870千円

長期借入金 422,180千円

計 565,050千円

※３ 期末日満期手形

    ――――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 740千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 455千円

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1,431千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 12,511千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6,409千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 21,273千円

※３ 特別損失の主要項目

    ―

※３ 特別損失の主要項目

投資有価証券評価損 4,560千円

※３ 特別損失の主要項目

貸倒引当金繰入額 29,000千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 20,934千円

無形固定資産 1,100千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 16,384千円

無形固定資産   ― 千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 41,870千円

無形固定資産 1,100千円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 4,703 ― ― 4,703

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 264 ― ― 264

決議 株式の種類
配当金の総額 
(千円)

１株当たり配当額 
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月22日 
定時株主総会

普通株式 82,298 17.50 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月15日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 105,812 22.50 平成18年９月30日 平成18年12月６日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
(リース取引関係) 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  (平成17年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,846,788千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,280,000千円

現金及び現金同等物 566,788千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

  (平成18年９月30日現在)

現金及び預金勘定 1,843,945千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,180,000千円

現金及び現金同等物 663,945千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

  (平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,068,335千円

預入れ期間が3カ月
を超える定期預金

△1,180,000千円

現金及び現金同等物 888,335千円

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額  

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

器具備品 1,825,989 849,632 976,356

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

器具備品 1,434,797 686,608 748,188

その他 182,886 68,643 114,242

合計 1,617,683 755,251 862,431
 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 1,685,790 864,470 821,320

その他 132,310 38,894 93,415

合計 1,818,101 903,364 914,736

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 399,460千円

１年超 588,294千円

合計 987,754千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 370,578千円

１年超 504,893千円

合計 875,472千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等    

 未経過リース料期末残高相当額 

     

１年内 382,308千円

１年超 544,663千円

合計 926,971千円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失  

支払リース料 247,664千円

減価償却費相当額 236,755千円

支払利息相当額 11,032千円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失

支払リース料 228,849千円

減価償却費相当額 218,706千円

支払利息相当額 11,114千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

 

支払リース料 484,697千円

減価償却費相当額 462,694千円

支払利息相当額 22,071千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

      同左 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法

      同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

      同左

(5) 利息相当額の算定方法

      同左

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。

(減損損失について） 

      同左 

 

(減損損失について） 

          同左 

 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  
当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  
前事業年度末(平成18年３月31日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
 ２ 時価のない有価証券の主な内容 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 
  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

    当社のデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているので、記載の対象から除いています。 
           

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

   該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(平成17年４月１日至平成17年９月30日) 

   該当事項はありません。 
  
当中間会計期間(平成18年４月１日至平成18年９月30日) 

   該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成17年４月１日至平成18年３月31日) 

   該当事項はありません。 

  

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 71,140千円 110,903千円 39,763千円

中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 14,560千円

区分 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 74,211千円 131,523千円 57,311千円

中間貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 10,000千円

区分 取得原価 貸借対照表計上額 差額

株式 72,405千円 137,216千円 64,811千円

貸借対照表計上額

その他有価証券

非上場株式 14,560千円



(１株当たり情報) 

 
                                 

(注) 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(平成17年９月30日) 

  該当事項はありません。 
  

当中間会計期間(平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。 
  
前事業年度(平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

平成18年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

  (イ)中間配当による配当金の総額 ………………………          105,812千円 

  (ロ)１株当たりの金額 ……………………………………        22.50円 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 959.82円 １株当たり純資産額 1,049.57円 １株当たり純資産額 1,016.70円

１株当たり中間純利益 49.83円 １株当たり中間純利益 51.32円 １株当たり当期純利益 118.55円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

      同左  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないた

め記載しておりません。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

損益計算上の中間(当期)純利益 234,353千円 241,346千円 565,354千円

普通株式に係る中間（当期）純利益 234,353千円 241,346千円 557,504千円

普通株主に帰属しない金額の内訳

利益処分による役員賞与金 ― ― 7,850千円

普通株式の期中平均株式数 4,702千株 4,702千株 4,702千株



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）有価証券報告書の訂正報告書 

     事業年度 第23期(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

     平成18年４月27日関東財務局長に提出 

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

     事業年度 第24期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

     平成18年４月27日関東財務局長に提出 

（3）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度 第25期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

     平成18年６月27日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

株 式 会 社 ハウス オブ ローゼ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス オ

ブ ローゼの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２５期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１

７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ハウス オブ ローゼの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 ハウス オブ ローゼ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス オ

ブ ローゼの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２６期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ハウス オブ ローゼの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 坂 本 裕 子 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 居 伸 浩 
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